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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

    （注）１ 売上高には、消費税等は含まない。 

 ２ 第143期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載していない。 

  ３ 第142期中、第144期中及び第142期、第143期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。  

４ 純資産額の算定にあたり、第144期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用している。 

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 84,468 91,347 96,128 181,856 191,993 

経常利益（百万円） 2,453 4,763 6,097 9,733 12,877 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
1,507 △2,753 2,355 5,472 2,684 

純資産額（百万円） 116,370 121,303 136,597 123,415 135,394 

総資産額（百万円） 294,618 298,057 314,012 306,851 321,139 

１株当たり純資産額（円） 277.90 290.21 323.08 294.93 323.63 

１株当たり中間(当期)純利益又は１

株当たり中間純損失（△）（円） 
3.60 △6.58 5.63 13.07 6.42 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 39.5 40.7 43.0 40.2 42.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
7,645 7,763 7,991 20,518 20,566 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△3,897 △8,917 △6,097 △9,403 △11,827 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（百万円） 
△6,872 △2,248 △9,527 △12,889 △2,963 

現金及び現金同等物の中間（期末）

残高（百万円） 
11,700 9,800 11,373 13,186 18,997 

従業員数（名） 2,811 2,705 2,661 2,692 2,684 



(2）提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

    （注）１ 売上高には、消費税等は含まない。 

        ２  第143期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、１株当たり中間純損失であり、また潜在

株式が存在しないため記載していない。 

   ３ 第142期中、第144期中及び第142期、第143期の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載していない。 

４ 純資産額の算定にあたり、第144期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号）を適用している。 

回次 第142期中 第143期中 第144期中 第142期 第143期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

売上高（百万円） 60,065 65,744 70,075 128,086 137,263 

経常利益（百万円） 1,853 3,811 5,290 7,482 10,497 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
535 △3,701 2,171 3,526 753 

資本金（百万円） 41,654 41,654 41,654 41,654 41,654 

発行済株式総数（株） 427,432,175 427,432,175 427,432,175 427,432,175 427,432,175 

純資産額（百万円） 110,477 113,425 125,827 116,476 126,281 

総資産額（百万円） 258,946 263,237 277,059 268,588 284,552 

１株当たり純資産額（円） 263.66 271.02 300.89 278.16 301.85 

１株当たり中間（当期）純利益又は

１株当たり中間純損失（△）(円) 
1.28 △8.84 5.19 8.42 1.80 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額(円) － － 2.50 4.00 4.00 

自己資本比率（％） 42.7 43.1 45.4 43.4 44.4 

従業員数（名） 1,329 1,304 1,322 1,311 1,292 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業内容について、重要な変更はない。

また、主要な関係会社に異動はない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1）事業の種類別セグメントにおける従業員数 

    （注） 従業員数は就業人員である。 

(2）提出会社の従業員の状況 

    （注） 従業員数は就業人員である。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係については特記するような事項はない。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

セメント事業 1,533 

鉱産品事業 202 

建材事業 199 

光電子・新材料事業 385 

不動産・その他事業 244 

全社（共通） 98 

合計 2,661 

従業員数（名） 1,322 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間のわが国経済は、公共投資の低迷が続いたものの、民間設備投資や個人消費等が引き続き堅

調に推移したことから、景気は着実に回復を続けた。 

 セメント業界においては、民間設備投資の増加の影響を受け、民需が堅調に推移したものの、官公需が公共事業

予算の縮小等により減少したことから、セメント国内需要は、前年同期を1.8％下回る28,329千トンとなった。一

方、輸出は、中東、アフリカ向け等が増加したことにより、前年同期を2.6％上回った。この結果、輸出分を含め

た国内メーカーの総販売数量は、前年同期を1.3％下回る32,934千トンとなった。 

 このような情勢のなか、当社グループ（当社及び連結子会社）は、セメント事業において、販売価格の改善に取

り組むと共に、リサイクル原燃料等の利用拡大による生産コスト削減にも努めてきた。セメント以外の事業分野に

おいては、光電子・新材料事業や建材事業において、既存製品の拡販や新製品の市場投入を行うなど、事業拡大に

努めてきた。また、循環型社会構築への貢献や環境負荷低減活動にもグループ全体で積極的に取り組んできた。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は、セメント事業部門等で増収となったことから、96,128百万円と前

年同期実績を5.2％上回った。損益についても、セメント事業における販売価格の改善やリサイクル原燃料の受入

拡大等により、経常利益は、6,097百万円と前年同期に比べ1,334百万円の増益となった。また、中間純利益は、減

損損失の減少により、2,355百万円と前年同期に比べ5,108百万円の増益となった。 

 事業の種類別セグメントの概況は、次の通りである。 

１ セメント事業 

 国内販売数量は、前年並の水準を確保したものの、輸出が減少したことにより、総販売数量は減少となった。

販売価格については、引き続き改善に注力した。加えて、リサイクル原燃料の利用拡大を図るため、受入設備を

増強するなど生産コストの削減にも努めてきた。 

 この結果、売上高は、76,791百万円と前年同期に比べて2,870百万円（3.9％）の増収となり、営業利益は、

5,643百万円と前年同期に比べて910百万円（19.2％）増益となった。 

２ 鉱産品事業 

 石灰石等の販売数量が減少したことにより、売上高は、4,177百万円と前年同期に比べて106百万円（△

2.5％）減収となったものの、石灰石の販売価格の改善に取り組んだことから、営業利益は、569百万円と前年同

期に比べて54百万円（10.6％）の増益となった。 

 なお、当社と三菱マテリアル株式会社とは、福岡県北九州市内で隣接する石灰石鉱山において、当社鉱区の一

部を共同で開発することに合意した。これにより、当社は、石灰石資源のより有効な利用を図っていく。 

３ 建材事業 

 民間設備投資の増加により、地盤改良工事が増加し、加えて、コンクリート二次製品向け高強度混和材の販売

が増加した。この結果、売上高は、4,694百万円と前年同期に比べて311百万円（7.1％）の増収となり、営業利

益は、10百万円と前年同期に比べて8百万円（574.4％）の増益となった。 

４ 光電子・新材料事業 

 光電子事業については、北米や国内における需要増により、光通信用部品の販売数量が大幅に増加したことか

ら、増収増益となった。一方、新材料事業については、プラズマテレビの需要増により、ＰＤＰ（プラズマディ

スプレイパネル）向け前面板用フィルム等の販売数量が増加し、加えて、半導体製造装置用セラミックス製品お

よび液晶パネル向けナノ粒子材料の販売数量が増加したことから、増収増益となった。 

 この結果、光電子・新材料事業の売上高は、6,931百万円と前年同期に比べて889百万円（14.7％）の増収とな

り、営業利益は、17百万円と前年同期に比べて273百万円の増益となった。 

５ 不動産・その他事業 

 不動産事業において前年並の賃料収入があり、その他事業のエンジニアリング事業において設備工事が増加し

たことから、売上高は、3,532百万円と前年同期に比べて816百万円（30.0％）の増収となり、営業利益は、791

百万円と前年同期に比べて171百万円（27.8％）の増益となった。 



(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、固定資産の取得に

よる支出や、社債の償還による支出等により、前連結会計年度末より7,624百万円の減少となった。その結果、当

中間連結会計期間末の資金残高は11,373百万円（前年同期比16.1％増）となった。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において営業活動による資金の増加は、7,991百万円（前年同期比2.9％増）となり、前年

同期とほぼ同水準となった。これは、利益水準が前年同期に比べ改善した一方で、減損損失の計上が前年同期に

比べ減少したこと等によるものである。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間において投資活動による資金の減少は、6,097百万円（前年同期比31.6％減）となった。

これは、固定資産の取得による支出5,400百万円（同37.2％減）があったこと等によるものである。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果、使用した資金は、9,527百万円（前年同期比323.7％増）となっ

た。これは、社債の償還による支出5,000百万円があったこと等によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

    （注）１ 金額は、製造原価ベースである。 

   ２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

    （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

   ２ 対象は、建材事業における各種工事、不動産・その他事業における各種ソフトウエア製作、各種電気工

事等である。なお、上記以外のセグメントについては、受注生産形態をとらない製品がほとんどである

ため、記載を省略した。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次の通りである。 

    （注）１ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

   ２ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合については、当該割当が100分の10以上となる取引

先が存在しないため、省略した。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

セメント事業 28,320 △1.5 

鉱産品事業 2,088 △2.4 

建材事業 909 29.4 

光電子・新材料事業 5,785 15.1 

合計 37,104 1.4 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 
（百万円） 

前年同期比
（％） 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比
（％） 

建材事業 4,024 △0.4 3,737 4.3 

不動産・その他事業 1,434 △10.7 1,491 △23.1 

合計 5,459 △3.4 5,228 △5.3 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

セメント事業 76,791 3.9 

鉱産品事業 4,177 △2.5 

建材事業 4,694 7.1 

光電子・新材料事業 6,931 14.7 

不動産・その他事業 3,532 30.0 

合計 96,128 5.2 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はな

い。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 



５【研究開発活動】 

 当社グループ（当社及び連結子会社）は、常に独創技術の開発を基本理念として、主力事業であるセメント・コン

クリート、並びにその周辺分野である建設資材等に関する新技術・新製品の研究開発をはじめ、それらの基盤技術を

ベースとした新規事業である光電子・新材料事業分野における研究開発に至るまで、幅広く積極的な研究開発活動を

行っている。 

 当社グループの研究開発体制は、セメント事業、建材事業、光電子・新材料事業の３部門より構成されており、そ

れぞれセメント事業については当社のセメント・コンクリート研究所が、建材事業については当社のセメント・コン

クリート研究所及び建材事業部が、光電子・新材料事業については当社の新規技術研究所、光電子事業部、新材料事

業部が担当している。研究開発スタッフは、約190名にのぼり、これは連結総従業員数の概ね７％程度の水準であ

る。なお、当中間連結会計期間における研究開発費は1,725百万円である。 

 当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの研究の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費は次の通

りである。 

１ セメント事業 

 当社のセメント・コンクリート研究所が、セメント事業に係わるセメント、コンクリート及びその関連分野の研

究、開発を行っている。当中間連結会計期間の主な成果としては、①セメントの国際規格化に対応したセメント品

質に関する研究、②資源循環型社会に向けたリサイクル原燃料化に関する研究、③土壌・地盤に応じたセメント系

固化材及び施工法の開発、④コンクリートの長期耐久性向上に関する研究、⑤ヒートアイランド抑制舗装コンクリ

ートの開発、⑥高機能・高性能コンクリートの開発、⑦コンクリート製造技術の高性能化・自動化の開発、等を挙

げることができる。なお、当事業に係る研究開発費は593百万円である。 

２ 建材事業 

 当社のセメント・コンクリート研究所が、建材事業に係わるセメント関連製品の研究、開発を行い、建材事業部

が、それをもとに商品化及び改良、並びに建材基礎技術を応用した開発、初期事業化を行っている。当中間連結会

計期間の主な成果としては、①下水道向け耐酸補修材の新商品上市、②超速硬系左官材の上市、③水熱合成セラミ

ックス素材適応製品の開発、等を挙げることができる。なお、当事業に係わる研究開発費は197百万円である。 

３ 光電子・新材料事業 

 当社の新規技術研究所がそれぞれの分野の基礎研究を行い、それをもとに光電子事業部、新材料事業部がその応

用製品の商品化、並びに事業化の研究・開発を行っている。なお、当事業に係る研究開発費は935百万円であり、

当中間連結会計期間の主な成果としては以下のものを挙げることができる。 

(1）光電子事業部門 

①メトロ・アクセス系光通信分野における小型・低電圧および集積形LiNbO３変調器の商品化を推進、②次世

代光伝送方式用のLiNb０３変調器の商品化推進、③新しい映像配信システムにおける光送受信機器の商品化推

進、④生体蛍光顕微鏡用のレーザ光源の商品化推進、等を挙げることができる。 

(2）新材料事業部門 

①ＦＤＰ（薄型ディスプレイ）分野における各種機能性塗料の開発やＰＤＰ（プラズマテレビ）用低コスト型

機能性フィルムおよびフィルムフィルターの商品開発を推進、②半導体製造装置ならびに液晶製造装置分野に

おける機能性部品および静電チャック装置の商品開発を推進、③次世代エネルギー分野における新規二次電池

用ナノ材料の開発およびスケールアップ技術開発、④新規機能性ナノ粒子材料の開発と用途開拓を推進、等を

挙げることができる。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、回収、除売却等について、当中間連結会計期間において、

重要な変更はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

    （注） 定款での定めは、次の通りである。 

    当会社の発行可能株式総数は、1,470,130,000株とする。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 1,470,130,000 

計 1,470,130,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数
（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月14日） 

上場証券取引所名又は登録証券業協
会名 

内容 

普通株式 427,432,175 427,432,175 
東京証券取引所 市場第１部 

大阪証券取引所 市場第１部 
－ 

計 427,432,175 427,432,175 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

 平成18年４月１日～ 

 平成18年９月30日 
－ 427,432,175 － 41,654 － 10,413 



(4）【大株主の状況】 

    （注）１ 当社は自己株式9,244千株を保有しているが、上記「大株主の状況」からは除いている。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

日本マスタートラスト信託銀行株式会

社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11－３ 49,388 11.55 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目８－11 31,599 7.39 

ステート ストリート バンク アン

ド トラスト カンパニー 

（常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行 兜町証券決済業務室） 

P．O．

BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 U.S.A. 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

9,813 2.30 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 9,163 2.14 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地７丁目18－24 8,520 1.99 

ジェーピーモルガンチェース シーア

ールイーエフ ジャスデック レンディ

ング アカウント 

（常任代理人 三菱東京ＵＦＪ銀行 

カストディ業務部） 

730 THIRD AVENUE NEW YORK NY 10017,USA 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

7,882 1.84 

住友商事株式会社 東京都中央区晴海１丁目８－11 7,185 1.68 

資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託Ｂ口） 

 東京都中央区晴海1丁目８－12晴海アイランド 

トリトンスクエア オフィスタワーＺ棟 
6,510 1.52 

日本トラスティ・サービス信託銀行株

式会社（信託口４） 
 東京都中央区晴海１丁目８－11 6,464 1.51 

ステート ストリート バンク アン

ド トラスト カンパニー 505103 

（常任代理人 株式会社みずほコーポ

レート銀行 兜町証券決済業務室） 

P．O．BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101 

U．S．A． 

（東京都中央区日本橋兜町６番７号） 

6,359 1.49 

計 － 142,885 33.43 



   ２ 平成18年10月６日（報告義務発生日平成18年９月30日）に、バークレイズ・グローバル・インベスター

ズ信託銀行株式会社および他９社の共同保有者から、大量保有に関する変更報告書が関東財務局に提出

されているが、当社として当中間会計期間末現在の実質所有状況を確認することができないので、上記

「大株主の状況」に含めていない。 

   なお、その変更報告書の内容は、次の通りである。 

   ３ 平成18年10月11日（報告義務発生日平成18年９月30日）に、モルガン・スタンレー証券株式会社および

他５社の共同保有者から、大量保有に関する変更報告書が関東財務局に提出されているが、当社として

当中間会計期間末現在の実質所有状況を確認することができないので、上記「大株主の状況」に含めて

いない。 

   なお、その変更報告書の内容は、次の通りである。 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合（％） 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ株式会社 
6,853 1.60 

バークレイズ・グローバル・ファンド・

アドバイザーズ 
3,990 0.93 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ、エヌ・エイ 
3,082 0.72 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ・リミテッド 
2,033 0.48 

バークレイズ・キャピタル・セキュリテ

ィーズ・リミテッド 
1,433 0.34 

バークレイズ・バンク・ピーエルシー 871 0.20 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ信託銀行株式会社 
694 0.16 

バークレイズ・キャピタル・インク 271 0.06 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ・オーストラリア・リミテッド 
32 0.01 

バークレイズ・グローバル・インベスタ

ーズ・カナダ・リミテッド 
25 0.01 

計 19,285 4.51 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合（％） 

モルガン・スタンレー・インベストメン

ト・マネジメント・リミテッド 
6,814 1.59 

モルガン・スタンレー・インベストメン

ト・マネジメント・インク 
5,442 1.27 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパ

ニー・インコーポレーテッド 
3,252 0.76 

モルガン・スタンレー証券株式会社 1,573 0.37 

モルガン・スタンレー・アンド・カンパ

ニー・インターナショナル・リミテッド 
1,381 0.32 

モルガン・スタンレー・キャピタル（ル

クセンブルグ）エス・エー 
651 0.15 

計 19,114 4.47 



   ４ 平成18年10月13日（報告義務発生日平成18年９月30日）に、ＪＰモルガン信託銀行株式会社および他３

社の共同保有者から、大量保有に関する変更報告書が関東財務局に提出されているが、当社として当中

間会計期間末現在の実質所有状況を確認することができないので、上記「大株主の状況」に含めていな

い。 

   なお、その変更報告書の内容は、次の通りである。 

氏名または名称 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に対する所有
株式数の割合（％） 

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント

株式会社 
24,942 5.84 

ＪＰモルガン信託銀行株式会社 3,929 0.92 

ジェー・ピー・モルガン・ホワイトフラ

イヤーズ・インク 
1,199 0.28 

ハイブリッジ・キャピタル・マネジメン

ト・エルエルシー 
544 0.13 

計 30,614 7.16 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

    （注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には証券保管振替機構名義の株式が32,000株（議決権32個）

含まれている。 

②【自己株式等】 

    （注） 上記のほか、株主名簿上は、当社名義となっているが、実質的に所有していない株式が2,000株（議決権２

個）ある。 

   なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式の中に含まれてい

る。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

    （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はない。 

  平成18年９月30日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  9,244,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 410,335,000 410,335 － 

単元未満株式 普通株式  7,853,175 － 
１単元（1,000株）未満の

株式 

発行済株式総数 427,432,175 － － 

総株主の議決権 － 410,335 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合 

（％） 

住友大阪セメント株式会社 
東京都千代田区六番町６

番地28 
9,244,000 － 9,244,000 2.16 

計 － 9,244,000 － 9,244,000 2.16 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 469 455 383 360 379 351 

最低（円） 413 361 323 311 330 318 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成している。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成している。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けている。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成18年９月30日現在 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 (※２)  10,016   11,422   19,212  

２ 受取手形及び売掛
金 

(※2, 
6)  36,396   42,338   40,441  

３ 有価証券   3   4   4  

４ たな卸資産   14,402   15,266   14,330  

５ 繰延税金資産   898   1,250   1,107  

６ 短期貸付金   265   244   243  

７ その他   1,927   2,184   1,857  

貸倒引当金   △534   △331   △567  

流動資産合計   63,375 21.3  72,380 23.1  76,630 23.9 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 
(※1, 
2)          

１ 建物及び構築物 (※３) 55,753   53,666   54,857   

２ 機械装置及び運
搬具 

(※３) 64,723   62,396   63,961   

３ 土地 (※３) 41,779   39,385   40,681   

４ 建設仮勘定  3,100   3,492   1,720   

５ その他  12,822 178,178  12,729 171,670  12,692 173,914  

(2）無形固定資産   4,985   5,482   5,381  

(3）投資その他の資産           

１ 投資有価証券 (※２) 44,169   57,471   58,117   

２ 長期貸付金  300   213   255   

３ 繰延税金資産  634   577   537   

４ その他  10,257   9,848   10,169   

貸倒引当金  △3,843 51,518  △3,631 64,478  △3,865 65,213  

固定資産合計   234,681 78.7  241,632 76.9  244,509 76.1 

資産合計   298,057 100.0  314,012 100.0  321,139 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 

平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成18年９月30日現在 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び買掛
金 

(※６)  22,343   24,437   23,151  

２ 短期借入金 (※２)  35,374   32,947   33,998  

３ コマーシャルペー
パー  

   2,000   －   －  

４ １年以内に返済さ
れる長期借入金 

(※２)  17,955   20,678   11,523  

５ １年以内に償還さ
れる社債   5,000   －   5,000  

６ 未払法人税等   1,073   2,453   2,917  

７ 賞与引当金   1,957   2,042   1,974  

８ その他   9,700   10,864   10,362  

流動負債合計   95,405 32.0  93,423 29.8  88,928 27.7 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   15,000   20,000   20,000  

２ 長期借入金 (※２)  43,747   36,959   47,854  

３ 繰延税金負債   11,286   17,294   17,649  

４ 退職給付引当金   892   752   779  

５ 役員退職引当金   683   285   735  

６ その他   8,273   8,699   8,322  

固定負債合計   79,882 26.8  83,991 26.7  95,341 29.7 

負債合計   175,287 58.8  177,415 56.5  184,269 57.4 

 



  
前中間連結会計期間末 

平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 

平成18年９月30日現在 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（少数株主持分）           

少数株主持分   1,465 0.5  － －  1,475 0.4 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   41,654 14.0  － －  41,654 13.0 

Ⅱ 資本剰余金   31,033 10.4  － －  31,079 9.7 

Ⅲ 利益剰余金   35,567 11.9  － －  41,005 12.8 

Ⅳ その他有価証券評価差
額金   14,652 4.9  － －  23,180 7.2 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △75 △0.0  － －  △49 △0.0 

Ⅵ 自己株式   △1,527 △0.5  － －  △1,475 △0.5 

資本合計   121,303 40.7  － －  135,394 42.2 

負債、少数株主持分及
び資本合計   298,057 100.0  － －  321,139 100.0 

           

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   41,654 13.2   － － 

２．資本剰余金     － －   31,081 9.9   － － 

３．利益剰余金     － －   41,687 13.3   － － 

４．自己株式     － －   △1,540 △0.5   － － 

株主資本合計     － －   112,882 35.9   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価
差額金 

    － －   22,276 7.1   － － 

２．為替換算調整勘定     － －   △52 △0.0   － － 

評価・換算差額等合計     － －   22,224 7.1   － － 

Ⅲ 少数株主持分     － －   1,490 0.5   － － 

純資産合計     － －   136,597 43.5   － － 

負債純資産合計     － －   314,012 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   91,347 100.0  96,128 100.0  191,993 100.0 

Ⅱ 売上原価   69,079 75.6  71,809 74.7  143,080 74.5 

売上総利益   22,267 24.4  24,318 25.3  48,913 25.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 (※１)  16,615 18.2  17,338 18.0  34,094 17.8 

営業利益   5,651 6.2  6,980 7.3  14,818 7.7 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  20   32   32   

２ 受取配当金  260   290   441   

３ 持分法による投資
利益  51   13   94   

４ 賃貸料  76   69   135   

５ その他  314 723 0.8 272 679 0.7 533 1,237 0.6 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  1,107   963   2,185   

２ その他  504 1,612 1.8 598 1,562 1.6 993 3,178 1.6 

経常利益   4,763 5.2  6,097 6.4  12,877 6.7 

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 (※２) 193   75   506   

２ 投資有価証券売却
益  －   3   830   

３ 貸倒引当金戻入益  131   467   130   

４ 事業売却益  (※３) 360   －   360   

５ その他  3 688 0.8 － 546 0.5 56 1,883 1.0 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産除却損 (※４) 74   257   250   

２ 固定資産売却損 (※５) 107   79   239   

３ 株式評価損  17   10   49   

４ 貸倒引当金繰入額  9   58   104   

５ 棚卸資産廃却損   －   208   75   

６ 減損損失  (※６) 7,420   1,275   7,731   

７ その他  15 7,644 8.4 47 1,938 2.0 139 8,590 4.5 

税金等調整前中間
（当期）純利益   － －  4,706 4.9  6,170 3.2 

税金等調整前中間
純損失    2,192 △2.4  － －  － － 

法人税、住民税及
び事業税  912   2,240   3,519   

法人税等調整額  △386 525 0.6 90 2,331 2.4 △63 3,455 1.8 

少数株主利益   35 0.0  19 0.0  30 0.0 

中間（当期）純利
益   － －  2,355 2.5  2,684 1.4 

中間純損失    2,753 △3.0  － －  － － 

           



③【中間連結剰余金計算書】 

  
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

前連結会計年度 
の連結剰余金計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   31,032  31,032 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１ 自己株式処分差益  1 1 47 47 

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）
残高   31,033  31,079 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   39,995  39,995 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１ 中間（当期）純利益  － － 2,684 2,684 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１ 配当金  1,674  1,674  

２ 中間純損失  2,753 4,428 － 1,674

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）
残高   35,567  41,005 

      



④【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 （注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目である。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

41,654 31,079 41,005 △1,475 112,263 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）     △1,673   △1,673 

中間純利益     2,355   2,355 

自己株式の取得       △66 △66 

自己株式の処分   1   1 2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

－ 1 681 △64 618 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

41,654 31,081 41,687 △1,540 112,882 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

為替換算調整勘定
評価・換算差額等

合計 

平成18年３月31日 残高 
（百万円） 

23,180 △49 23,130 1,475 136,869 

中間連結会計期間中の変動額      

剰余金の配当（注）         △1,673 

中間純利益         2,355 

自己株式の取得         △66 

自己株式の処分         2 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△903 △2 △906 15 △891 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△903 △2 △906 15 △272 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

22,276 △52 22,224 1,490 136,597 



⑤【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

１ 税金等調整前中間（当期）純利益  － 4,706 6,170 

２ 税金等調整前中間純損失  △2,192 － － 

３ 減価償却費  7,088 6,969 14,640 

４ 減損損失   7,420 1,275 7,731 

５ 連結調整勘定償却額   △22 － 46 

６ のれん償却額  － 68 － 

７ 退職給付引当金の増減額  △32 △26 △145 

８ 役員退職引当金の増減額  △115 △449 △63 

９ 貸倒引当金の増減額  △132 △281 3 

10 受取利息及び受取配当金  △281 △323 △474 

11 支払利息  1,107 963 2,185 

12 為替差損益  △16 △9 △31 

13 持分法による投資利益  △51 △13 △94 

14 固定資産売却益  △193 △75 △506 

15 固定資産売却損  107 79 239 

16 固定資産除却損  39 129 157 

17 投資有価証券売却益  － △3 △830 

18 株式評価損  17 10 49 

19 事業売却益   △360 － △360 

20 棚卸資産廃却損   － 208 75 

21 貸倒損失  － － 3 

22 売上債権の増減額  1,363 △1,903 △2,799 

23 たな卸資産の増減額  △593 △1,144 △593 

24 仕入債務の増減額  △1,515 1,285 △760 

25 その他  △558 △268 639 

小計  11,078 11,204 25,283 

26 利息及び配当金の受取額  281 320 473 

27 利息の支払額  △1,118 △960 △2,213 

28 法人税等の支払額  △2,477 △2,573 △2,977 

営業活動によるキャッシュ・フロー  7,763 7,991 20,566 

 



  

前中間連結会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

１ 有価証券の償還による収入  0 0 0 

２ 固定資産の取得による支出  △8,597 △5,400 △13,749 

３ 固定資産の売却による収入  844 148 1,978 

４ 投資有価証券の取得による支出  △26 △902 △121 

５ 投資有価証券の売却による収入  2 21 1,485 

６ 連結子会社株式の取得による支出  △1,446 － △1,508 

７ 貸付けによる支出  △4 △9 △8 

８ 貸付金の回収による収入  317 50 111 

９ その他  △7 △5 △14 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △8,917 △6,097 △11,827 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

１ 短期借入金の増減額  416 △1,048 △1,016 

２ コマーシャルペーパーの増減額   2,000 － － 

３ 長期借入れによる収入  1,770 5,400 11,269 

４ 長期借入金の返済による支出  △4,686 △7,138 △16,516 

５ 社債の発行による収入  － － 5,000 

６ 社債の償還による支出  － △5,000 － 

７ 自己株式の売却による収入  2 2 162 

８ 自己株式の取得による支出  △68 △66 △180 

９ 配当金の支払額  △1,674 △1,673 △1,674 

１０ 少数株主への配当金の支払額  △7 △3 △7 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,248 △9,527 △2,963 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  16 8 33 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △3,386 △7,624 5,807 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  13,186 18,997 13,186 

Ⅶ 連結範囲変更に伴う現金及び現金同等
物の増減額  － － 3 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高  9,800 11,373 18,997 

     



【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(イ）連結子会社の数    33社 

主要な連結子会社名 

八戸セメント㈱ 

和歌山高炉セメント㈱ 

スミセ海運㈱ 

大窯汽船㈱ 

和泉運輸㈱ 

スミセ建材㈱ 

イズミヨーギョー㈱ 

東海スミセ販売㈱ 

東京エスオーシー㈱ 

秋芳鉱業㈱ 

㈱エステック 

㈱ＳＮＣ 

㈱スミテック 

㈱応用光電研究室 

住龍納米技術材料（深圳）

有限公司 

㈱キャップ 

住友セメントシステム開発

㈱ 

千代田エンジニアリング㈱ 

 なお、前連結会計年度まで連

結の範囲に含めていた千島エス

オーシー㈱は前連結会計年度に

おいて清算結了しているため、

連結の範囲から除外している。 

(イ）連結子会社の数    33社 

主要な連結子会社名 

八戸セメント㈱ 

和歌山高炉セメント㈱ 

スミセ海運㈱ 

大窯汽船㈱ 

和泉運輸㈱ 

スミセ建材㈱ 

エスオーシー建材㈱ 

東海スミセ販売㈱ 

東京エスオーシー㈱ 

エスオーエンジニアリング

㈱ 

秋芳鉱業㈱ 

㈱エステック 

㈱ＳＮＣ 

㈱スミテック 

住龍納米技術材料（深圳）

有限公司 

㈱キャップ 

住友セメントシステム開発

㈱ 

千代田エンジニアリング㈱ 

 なお、前連結会計年度まで連

結の範囲に含めていたイズミヨ

ーギョー㈱と徳島建材㈱は、当

中間連結会計期間において合併

し、エスオーシー建材㈱となり

ました。 

(イ）連結子会社の数    34社 

 主要な連結子会社名は、「第

１ 企業の概況４ 関係会社の

状況」に記載しているため、省

略した。 

 なお、前連結会計年度まで連

結の範囲に含めていた千島エス

オーシー㈱は前連結会計年度に

おいて清算結了しているため、

連結の範囲から除外した。ま

た、新泉生コン㈱は新規に株式

を取得したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めてい

る。 

 (ロ）主要な非連結子会社の名称等 

SOCC Optoelectronics 

（USA),Inc. 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

同左 

(ロ）主要な非連結子会社の名称等 

     同左 

 （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも

小規模であり、合計の総資

産、売上高、中間純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余

金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていない

ため連結の範囲から除外し

た。 

（連結の範囲から除いた理由） 

     同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、総資産の

合計額、売上高の合計額、当

期純損益の額及び利益剰余金

の額等のうち持分に見合う額

の合計額がいずれも少額であ

り、全体としても連結財務諸

表に重要な影響を及ぼしてい

ないため連結の範囲から除外

した。 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(イ）持分法適用の非連結子会社の

数           ０社 

(イ）持分法適用の非連結子会社の

数           ０社 

(イ）持分法適用の非連結子会社の

数           ０社 

 (ロ）持分法適用の関連会社の数 

１社 

主要な会社名 

住金鉱業㈱ 

(ロ）持分法適用の関連会社の数 

１社 

主要な会社名 

住金鉱業㈱ 

(ロ）持分法適用の関連会社の数 

１社 

 持分法適用会社名は、「第１

企業の概況４ 関係会社の状

況」に記載しているため、省略

した。 

 (ハ）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社

等の名称等 

(ハ）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社

等の名称等 

(ハ）持分法非適用の非連結子会社

及び関連会社のうち主要な会社

等の名称等 

 SOCC Optoelectronics 

（USA),Inc. 

樽見鉄道㈱ 

同左 同左 

 （持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、中間

純損益（持分に見合う額）及

び利益剰余金（持分に見合う

額）等からみて、持分法の対

象から除いても中間連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要

性がないため持分法の適用範

囲から除外した。 

（持分法を適用しない理由） 

     同左 

（持分法を適用しない理由） 

 持分法非適用会社は、それ

ぞれ連結純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性

がないため持分法の適用から

除外した。 

３ 連結子会社の（中間）

決算日等に関する事項 

 連結子会社のうち住龍納米技術

材料（深圳）有限公司の中間決算

日は、６月30日である。中間連結

財務諸表の作成に当たっては、中

間連結決算日との差が３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の中

間決算日現在の財務諸表を使用し

ている。ただし、中間連結決算日

までの期間に発生した重要な取引

については、連結上必要な調整を

行っている。 

同左  連結子会社のうち、住龍納米技

術材料（深圳）有限公司の決算日

は、12月31日である。連結財務諸

表の作成に当たっては、連結決算

日との差が３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の決算日現在

の財務諸表を使用している。ただ

し、連結決算日までの期間に発生

した重要な取引については、連結

上必要な調整を行っている。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

移動平均法による原価法 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

(イ）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末前１ヶ月の市場

価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定している。） 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間期末前１ヶ月の市場

価格等の平均に基づく時

価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均

法により算定してい

る。） 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

期末前１ヶ月の市場価格

等の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定している。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

 たな卸資産 

主として移動平均法による

原価法 

ただし、一部の連結子会社

については個別法による原

価法 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 (ロ）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

有形固定資産 

定率法（ただし、当社の赤

穂工場及び高知工場の自家

発電設備及び一部の連結子

会社は定額法、原料地は生

産高比例法によってい

る。） 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

有形固定資産 

定率法（ただし、当社の赤

穂工場及び高知工場の自家

発電設備及び一部の連結子

会社は定額法、原料地は生

産高比例法によってい

る。） 

(ロ）重要な減価償却資産の減価償

却方法 

有形固定資産 

同左 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りである。 

なお、主な耐用年数は以下

の通りである。 
 

 建物及び構築物 ２～75年

機械装置及び運

搬具 
２～31年

建物及び構築物 ２～75年

機械装置及び運

搬具 
２～35年  

 また、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）について

は定額法によっている。 

また、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附

属設備を除く。）について

は定額法によっている。 

 

 無形固定資産 

鉱業権 

生産高比例法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 その他 

定額法 

ただし、ソフトウエア

（自社利用分）について

は、社内における利用可

能期間（５年）に基づく

定額法 

  

 (ハ）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(ハ）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員賞与の支払いに充て

るため支給見込額基準によ

り計上している。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認めら

れる額を計上している。 

なお、当社の当中間連結会

計期間末については、年金

資産見込額が退職給付債務

見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過

しているため、超過額を前

払年金費用に計上してい

る。また、数理計算上の差

異は、各連結会計年度の発

生時における従業員の平均

残存勤務期間により、翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

退職給付引当金 

同左 

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、

当連結会計年度末において

発生していると認められる

額を計上している。 

なお、当社の当連結会計年

度末については、年金資産

見込額が退職給付見込額に

未認識数理計算上の差異を

加減した額を超過している

ため、超過額を前払年金費

用に計上している。また、

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間により、翌連結会計年度

から費用処理することとし

ている。 

 役員退職引当金 

役員退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中

間期末要支給額の全額を計

上している。 

役員退職引当金 

一部の連結子会社について

は、役員退職慰労金の支出

に備えるため、内規に基づ

く中間期末要支給額の全額

を計上している。 

役員退職引当金 

役員退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく期

末要支給額の全額を計上し

ている。 

 (ニ）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っている。 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(ニ）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 (ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満た

しているので、特例処理を

採用している。 

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

(ホ）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間連結会計年度にヘッ

ジ会計を適用したヘッジ手

段とヘッジ対象は以下の通

りである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 同左  

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当連結会計年度にヘッジ会

計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下の通りで

ある。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

③ ヘッジ方針 

ヘッジ対象の識別は、資産

又は負債等について取引単

位で行い、識別したヘッジ

対象とヘッジ手段はヘッジ

取引時にヘッジ指定によっ

て紐付けを行い、区分管理

している。 

③ ヘッジ方針 

同左  

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・

フロー変動の累計又は相場

変動とヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動を比較

し、両者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効性を評

価している。ただし、特例

処理によっている金利スワ

ップ取引については、有効

性の評価を省略している。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっている。 

(ヘ）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(ヘ）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ （中間）連結キャッシ

ュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなる。 

同左 同左 



【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】  

【表示方法の変更】 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ている。これにより税金等調整前中間純

利益は7,420百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の中間連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除している。 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用している。これにより税

金等調整前当期純利益は7,731百万円減少

している。 

 セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載している。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金

額から直接控除している。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年12

月９日）及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、135,106百万円である。 

 なお、当中間連結会計期間における中

間連結貸借対照表の純資産の部について

は、中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の中間連結財務諸表規則によ

り作成している。 

─────  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」

として掲記されていたものは、当中間連結会計期間から

「のれん償却額」と表示している。  



【注記事項】 

【（中間連結貸借対照表関係）】 

前中間連結会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間連結会計期間末 
平成18年９月30日現在 

前連結会計年度末 
平成18年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

     363,442百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

     371,538百万円である。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は 

     369,014百万円である。 

※２ この内借入金等の担保に供しているも

のは次の通りである。 

※２ この内借入金等の担保に供しているも

のは次の通りである。 

※２ この内借入金等の担保に供しているも

のは次の通りである。 

 上記担保に対する債務 

定期預金 20百万円

有形固定資産  

建物及び構築物   15,060 

機械装置及び運搬具  29,387 

土地 4,526 

その他    2,967 

投資有価証券  25,955 

担保資産合計 77,916 

割引手形 10 

短期借入金   700 

１年以内に返済される

長期借入金 
12,948 

長期借入金 21,479 

債務合計 35,137 

 上記担保に対する債務 

定期預金   20百万円

有形固定資産  

建物及び構築物 14,497 

機械装置及び運搬具 27,307 

土地 4,138 

その他 864 

投資有価証券 11,855 

担保資産合計 58,683 

短期借入金 1,000 

１年以内に返済される

長期借入金 
 475 

長期借入金  20,839 

債務合計 22,314 

 上記担保に対する債務 

定期預金      20百万円

有形固定資産  

建物及び構築物 14,663 

機械装置及び運搬具 28,446 

土地 4,177 

その他 836 

投資有価証券 27,067 

担保資産合計 75,210 

割引手形 43 

短期借入金 550 

１年以内に返済される

長期借入金 
  6,694 

長期借入金 19,192 

債務合計 26,480 

※３ 過年度に取得した資産のうち国庫補助

金等による圧縮記帳額は土地594百万

円、建物及び構築物41百万円、機械装置

及び運搬具152百万円であり、中間連結

貸借対照表計上額はこの圧縮記帳額を控

除している。 

※３ 過年度に取得した資産のうち国庫補助

金等による圧縮記帳額は建物及び構築物

41百万円、機械装置及び運搬具270百万

円であり、中間連結貸借対照表計上額は

この圧縮記帳額を控除している。 

※３ 過年度に取得した資産のうち国庫補助

金等による圧縮記帳額は建物及び構築物

41百万円、機械装置及び運搬具181百万

円であり、連結貸借対照表計上額はこの

圧縮記帳額を控除している。 

 ４ 偶発債務 

 銀行借入金等に対する保証債務は次の

通りである。 

① 銀行借入金等に対する保証債務 

 ４ 偶発債務 

 銀行借入金等に対する保証債務は次の

通りである。 

① 銀行借入金等に対する保証債務 

 ４ 偶発債務 

 銀行借入金等に対する保証債務は次の

通りである。 

① 銀行借入金に対する保証債務 

有宏㈲    262百万円

その他（２社）  42 

計  304 

有宏㈲  141百万円

その他（３社） 19 

計 160 

有宏㈲      164百万円

その他（２社）  28 

計  192 

      

② 生コンクリート協同組合等からの商

品仕入債務に対する保証債務 

② 生コンクリート協同組合等からの商

品仕入債務に対する保証債務 

② 生コンクリート協同組合等からの商

品仕入債務に対する保証債務 

三和興業㈱    129百万円

塚本建材㈱  93 

その他（３社）  92 

計  315 

塚本建材㈱ 258百万円

その他（４社） 56 

計 315 

三和興業㈱    184百万円

塚本建材㈱  166 

その他（３社）  144 

計  495 

 ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 ─────   ５ 手形割引高及び裏書譲渡高 

受取手形割引高      296百万円

受取手形裏書譲渡高  26 

 受取手形割引高   43百万円

受取手形裏書譲渡高  15 

─────  ※６ 中間連結会計期間末日満期手形 ─────  

    中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日であったが、満期

日に決済が行われたものとして処理して

いる。当中間連結会計期間末日満期手形

の金額は次のとおりである。 

 受取手形       3,981百万円 

 支払手形        846百万円 

 



【（中間連結損益計算書関係）】 

前中間連結会計期間 

自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次の通りである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次の通りである。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要なも

のは次の通りである。 

販売諸掛    5,163百万円

給与、賞与   3,230 

賞与引当金繰入額  820 

退職給付引当金繰入額  275 

役員退職引当金繰入額  68 

販売諸掛    5,324百万円

給与、賞与 3,262 

賞与引当金繰入額 883 

退職給付引当金繰入額 310 

役員退職引当金繰入額 19 

販売諸掛 10,687百万円

給与、賞与  7,164 

賞与引当金繰入額 932 

退職給付引当金繰入額 545 

役員退職引当金繰入額 147 

※２ 固定資産売却益の主な内訳 ※２ 固定資産売却益の主な内訳 ※２ 固定資産売却益の主な内訳 

土地    175百万円 土地    65百万円 土地   479百万円

※３ 事業売却益の主な内訳  ───── ※３ 事業売却益の主な内訳 

ボーンセラム事業売却

益 

   360百万円   ボーンセラム事業売却

益 

 360百万円

※４ このうち主なものは次の通りである。 ※４ このうち主なものは次の通りである。 ※４ このうち主なものは次の通りである。 

 除却損 

建物及び構築物   22百万円

機械装置及び運搬具  20 

機械装置及び運搬具等

の撤去費用 
 30 

 除却損 

建物及び構築物 26百万円

機械装置及び運搬具 87 

機械装置及び運搬具等

の撤去費用 
78 

 除却損 

建物及び構築物  34百万円

機械装置及び運搬具  57 

原料地  51 

機械装置及び運搬具等

の撤去費用 
 99 

※５ 固定資産売却損の主な内訳 ※５ 固定資産売却損の主な内訳 ※５ 固定資産売却損の主な内訳 

土地   106百万円 土地  45百万円 土地   235百万円

※６ 減損損失 

   当社グループは、事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を最小の単位と

し、遊休資産については物件単位毎に資

産のグルーピングを行っている。 

 なお、事業用資産のうち、不動産事業

の賃貸物件については物件単位毎に資産

のグルーピングを行っている。 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上している。 

 （１）遊休資産 

   当社グループの保有する遊休資産のう

ち、回収可能価額が帳簿価額を下回るも

のについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（5,895百万円）として特別損失に計上

した。その内訳は、土地3,161百万円、

その他の有形固定資産2,288百万円、そ

の他の無形固定資産等445百万円であ

る。なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

時価については、主要なものについては

不動産鑑定評価額により、それ以外のも

のについては路線価等により算出してい

る。 

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円） 

遊休資産 
京都府京
田辺市 

土地 1,531 

遊休資産 
滋賀県犬
上郡 

原料地 1,039 

遊休資産 
千葉県千
葉市 

土地 693 

遊休資産 
香川県東
かがわ市 

土地 441 

遊休資産 
滋賀県米
原市 

原料地 359 

遊休資産 
愛媛県西
予市他46
件 

土地、原
料地、鉱
業権等 

1,829 

※６ 減損損失 

   当社グループは、事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を最小の単位と

し、遊休資産については物件単位毎に資

産のグルーピングを行っている。 

 なお、事業用資産のうち、不動産事業

の賃貸物件については物件単位毎に資産

のグルーピングを行っている。 

 当中間連結会計期間において、当社グ

ループは以下の資産グループについて減

損損失を計上している。 

 （１）遊休資産 

   当社グループの保有する遊休資産のう

ち、回収可能価額が帳簿価額を下回るも

のについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失（125

百万円）として特別損失に計上した。そ

の内訳は、建物及び構築物12百万円、土

地97百万円、その他の有形固定資産15百

万円である。なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額により測定し

ており、時価については、主要なものに

ついては不動産鑑定評価額により、それ

以外のものについては路線価等により算

出している。 

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円）

遊休資産 
兵庫県姫
路市 

土地等 86 

遊休資産 
愛知県豊
橋市他26
件 

土地、原
料地等 

38 

※６ 減損損失 

   当社グループは、事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用資産につい

ては管理会計上の区分を最小の単位と

し、遊休資産については物件単位毎に資

産のグルーピングを行っている。 

 なお、事業用資産のうち、不動産事業

の賃貸物件については物件単位毎に資産

のグルーピングを行っている。 

 当連結会計年度において、当社グルー

プは以下の資産グループについて減損損

失を計上している。 

 （１）遊休資産 

   当社グループの保有する遊休資産のう

ち、回収可能価額が帳簿価額を下回るも

のについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（6,208百万円）として特別損失に計上

した。その内訳は、土地3,421百万円、

その他の有形固定資産2,324百万円、そ

の他の無形固定資産等462百万円であ

る。なお、当資産グループの回収可能価

額は正味売却価額により測定しており、

時価については、主要なものについては

不動産鑑定評価額により、それ以外のも

のについては路線価等により算出してい

る。 

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円）

遊休資産
京都府京
田辺市 

土地 1,531 

遊休資産
滋賀県犬
上郡 

原料地 1,039 

遊休資産
千葉県千
葉市 

土地 693 

遊休資産
香川県東
かがわ市 

土地 441 

遊休資産
滋賀県米
原市 

原料地 359 

遊休資産
愛媛県西
予市他57
件 

土地、原
料地、鉱
業権等 

2,142 

 



前中間連結会計期間 

自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 

  （２）事業用資産 

    ジルコニア製造設備については、営業

活動から生ずる損益が継続してマイナス

であるため、当製品を製造する資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（967百万

円）として特別損失に計上した。その内

訳は、建物及び構築物222百万円、機械

装置及び運搬具734百万円、その他の有

形固定資産10百万円である。なお、当資

産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定している。 

 賃貸事業用倉庫については、地価の下

落等により収益性が低下したものであ

り、当資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（365百万円）として特別損失に計上

した。その内訳は、建物及び構築物60百

万円、土地305百万円である。なお、当

資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・

フローを5.5％で割り引いて算定してい

る。 

 ㈱応用光電研究室については、営業活

動から生ずる損益が継続してマイナスで

あるため、光通信部品を製造する資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（192百万

円）として特別損失に計上している。そ

の内訳は、建物及び構築物20百万円、機

械装置及び運搬具65百万円、その他の有

形固定資産106百万円である。なお、当

資資産グループの回収可能価額は使用価

値により測定している。    

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円） 

新材料事
業 ジル
コニア製
造設備 

住友大阪
セメント
㈱ （大
阪府貝塚
市） 

機械及び
装置、建
物等 

967 

不動産事
業 賃貸
事業用倉
庫 

住友大阪
セメント
㈱ （大
阪府大東
市） 

土地、建
物等 

365 

光電子事
業 光通
信部品製
造設備 

㈱応用光
電研究室
（埼玉県
戸田市） 

工具器具
及び備
品、機械
及び装
置、建物
等 

192 

  （２）事業用資産 

    賃貸事業用用地については、地価の下

落により、当資産グループの帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を

減損損失（1,150百万円）として特別損

失に計上した。その内訳は、土地1,150

百万円である。なお、当資産グループの

回収可能価額は正味売却価額により測定

しており、時価については、主要なもの

については不動産鑑定評価額により、そ

れ以外のものについては路線価により算

定している。 

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円）

不動産事
業 賃貸
事業用用
地 

住友大阪
セメント
㈱ （兵
庫県加古
川市） 

土地 687 

不動産事
業 賃貸
事業用用
地 

住友大阪
セメント
㈱ （兵
庫県神戸
市） 

土地 462 

  （２）事業用資産 

    ジルコニア製造設備については、営業

活動から生ずる損益が継続してマイナス

であるため、当製品を製造する資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失（965百万

円）として特別損失に計上した。その内

訳は、建物及び構築物222百万円、機械

装置及び運搬具731百万円、その他の有

形固定資産10百万円である。なお、当資

産グループの回収可能価額は使用価値に

より測定している。 

 賃貸事業用倉庫については、地価の下

落等により収益性が低下したものであ

り、当資産グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失（365百万円）として特別損失に計上

した。その内訳は、建物及び構築物60百

万円、土地305百万円である。なお、当

資産グループの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キャッシュ・

フローを5.5％で割り引いて算定してい

る。 

 ㈱応用光電研究室については、営業活

動から生ずる損益が継続してマイナスで

あるため、光通信部品を製造する資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失（192百万

円）として特別損失に計上している。そ

の内訳は、建物及び構築物20百万円、機

械装置及び運搬具65百万円、その他の有

形固定資産106百万円である。なお、当

資資産グループの回収可能価額は使用価

値により測定している。    

用途 場所 種類 
減損損失
（百万円）

新材料事
業 ジル
コニア製
造設備 

住友大阪
セメント
㈱ （大
阪府貝塚
市） 

機械及び
装置、建
物等 

965 

不動産事
業 賃貸
事業用倉
庫 

住友大阪
セメント
㈱ （大
阪府大東
市） 

土地、建
物等 

365 

光電子事
業 光通
信部品製
造設備 

㈱応用光
電研究室
（埼玉県
戸田市） 

工具器具
及び備
品、機械
及び装
置、建物
等 

192 



【（中間連結株主資本等変動計算書関係）】 

 当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加及び減少は、単元未満株式の買取請求及び買増請求によっている。 

 2.配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 （2）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間後となるもの 

【（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）】 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 427,432 － － 427,432 

合計 427,432 － － 427,432 

自己株式（注）     

普通株式 9,071 181 8 9,244 

合計 9,071 181 8 9,244 

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 1,673 4  平成18年３月31日  平成18年６月30日

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 

取締役会 
普通株式 1,045 利益剰余金 2.5  平成18年９月30日  平成18年12月11日

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定       10,016百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△219 

取得日から３か月以内

に償還期限の到来する

短期投資 

3 

現金及び現金同等物中

間期末残高 
9,800 

現金及び預金勘定  11,422百万円

預入期間が３か月を超

える定期預金 
△53 

取得日から３か月以内

に償還期限の到来する

短期投資 

3 

現金及び現金同等物中

間期末残高 
11,373 

現金及び預金期末残高 19,212百万円

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△218 

取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する

短期投資 

3 

現金及び現金同等物期

末残高 
18,997 



【（リース取引関係）】 

前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

機械装

置及び

運搬具 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額

相当額 
873  902  1,776 

減価償却

累計額相

当額 

421  469  891 

減損損失

累計額相

当額  

2  2  4 

中間期末

残高相当

額 

450  430  880 

 

機械装

置及び

運搬具 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額

相当額 
1,001  849  1,851 

減価償却

累計額相

当額 

468  554  1,023 

中間期末

残高相当

額 

532  294  827 

 

機械装

置及び

運搬具 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額

相当額 
888  860  1,749 

減価償却

累計額相

当額 

435  510  945 

期末残高

相当額 
453  350  803 

 取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

同左  取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内    315百万円

１年超 564 

合計 880 

リース資産減損勘定の

残高 
2 

１年内       301百万円

１年超 526 

合計 827 

１年内       302百万円

１年超 501 

合計 803 

 未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定してい

る。 

同左  未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定している。 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料    168百万円

リース資産減損勘定の

取崩額  

2 

減価償却費相当額 168 

減損損失  5 

支払リース料       170百万円

減価償却費相当額 170 

支払リース料       322百万円

リース資産減損勘定の

取崩額  

5  

減価償却費相当額 322 

減損損失 5 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零（残価保証の取り決めがある場合は残価

保証額）とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はな

い。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び期末残高 

 

建物及

び構築

物 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額 2,579  60  2,640 

減価償却

累計額 
1,201  59  1,260 

中間期末

残高 
1,378  1  1,379 

 

建物及

び構築

物 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額 2,579  60  2,640 

減価償却

累計額 
1,290  59  1,349 

中間期末

残高 
1,289  1  1,290 

 

建物及

び構築

物 

 

その他 

 

合計 

 百万円  百万円  百万円 

取得価額 2,579  60  2,640 

減価償却

累計額 
1,245  59  1,305 

期末残高 1,333  1  1,335 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内    218百万円

１年超 1,528 

合計 1,747 

１年内       236百万円

１年超 1,291 

合計 1,528 

１年内       227百万円

１年超 1,412 

合計 1,640 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

受取リース料    175百万円

減価償却費 44 

受取利息相当額 72 

受取リース料       175百万円

減価償却費 44 

受取利息相当額 63 

受取リース料   350百万円

減価償却費 89 

受取利息相当額 140 

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってい

る。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はな

い。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

同左 



【（有価証券関係）】 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 15,524 40,437 24,913 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 64 65 0 

合計 15,589 40,502 24,913 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,639 

 取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 15,508 53,333 37,824 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 4 6 1 

合計 15,513 53,339 37,826 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,001 



前連結会計年度末（平成18年３月31日現在） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

【（デリバティブ取引関係）】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社グループは、デリバティブ取引として金利スワップ取引を行っている。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、デリバティブ取引を将来の相場変動等によるリスクを回避する目的で利用する方針であ

り、投機の目的で利用することはない。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループは、デリバティブ取引を資産、負債にかかる相場変動等によるリスクを回避する目的で利用

し、ヘッジ会計を行っている。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別は、資産又は負債等について取引単位で行い、識別したヘッジ対象とヘッジ手段はヘッ

ジ取引時にヘッジ指定によって紐付けを行い、区分管理している。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略している。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており、取引の相手先の契約不履行による信

用リスクはほとんどないものと判断している。また、デリバティブ取引は相場変動等により損益が変動する

が、取引内容をヘッジ目的の取引に限定しているため、デリバティブ自体の市場リスクは重要なものではな

い。 

(5）取引に係るリスクの管理体制 

 当社グループは、デリバティブ取引規定を制定し、実需に付随する金利・為替のリスクを回避する以外の

デリバティブの利用を禁止している。 

 取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
差額（百万円） 

(1）株式 15,005 54,366 39,360 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 4 6 1 

合計 15,010 54,372 39,362 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 1,627 



２．取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はない。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社グループは、デリバティブ取引として金利スワップ取引を行っている。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、デリバティブ取引を将来の相場変動等によるリスクを回避する目的で利用する方針であ

り、投機の目的で利用することはない。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループは、デリバティブ取引を資産、負債にかかる相場変動等によるリスクを回避する目的で利用

し、ヘッジ会計を行っている。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別は、資産又は負債等について取引単位で行い、識別したヘッジ対象とヘッジ手段はヘッ

ジ取引時にヘッジ指定によって紐付けを行い、区分管理している。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略している。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており、取引の相手先の契約不履行による信

用リスクはほとんどないものと判断している。また、デリバティブ取引は相場変動等により損益が変動する

が、取引内容をヘッジ目的の取引に限定しているため、デリバティブ自体の市場リスクは重要なものではな

い。 

(5）取引に係るリスクの管理体制 

 当社グループは、デリバティブ取引規定を制定し、実需に付随する金利・為替のリスクを回避する以外の

デリバティブの利用を禁止している。 

２．取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はない。 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社グループは、デリバティブ取引として金利スワップ取引を行っている。 

(2）取引に対する取組方針 

 当社グループは、デリバティブ取引を将来の相場変動等によるリスクを回避する目的で利用する方針であ

り、投機の目的で利用することはない。 

(3）取引の利用目的 

 当社グループは、デリバティブ取引を資産、負債にかかる相場変動等によるリスクを回避する目的で利用

し、ヘッジ会計を行っている。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしているので、特例処理を採用している。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段・・・金利スワップ 

ヘッジ対象・・・借入金 

③ヘッジ方針 

 ヘッジ対象の識別は、資産又は負債等について取引単位で行い、識別したヘッジ対象とヘッジ手段はヘッ

ジ取引時にヘッジ指定によって紐付けを行い、区分管理している。 

④ヘッジ有効性の評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計

又は相場変動を比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。ただし、特例処理に

よっている金利スワップ取引については、有効性の評価を省略している。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引の契約先は信用度の高い金融機関に限定しており、取引の相手先の契約不履行による信

用リスクはほとんどないものと判断している。また、デリバティブ取引は相場変動等により損益が変動する

が、取引内容をヘッジ目的の取引に限定しているため、デリバティブ自体の市場リスクは重要なものではな

い。 

(5）取引に係るリスクの管理体制 

 当社グループは、デリバティブ取引規定を制定し、実需に付随する金利・為替のリスクを回避する以外の

デリバティブの利用を禁止している。 

２．取引の時価等に関する事項 

 デリバティブ取引には、ヘッジ会計を適用しているので該当事項はない。 



【（セグメント情報）】 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、当社の売上集計区分によっている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、当社の売上集計区分によっている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

 
セメント 
（百万円） 

鉱産品 
（百万円） 

建材 
（百万円） 

光電子・ 
新材料 
（百万円） 

不動産・ 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高 
73,921 4,283 4,383 6,042 2,716 91,347 － 91,347 

(2）セグメント間の内部

売上高 
920 1,958 566 7 1,874 5,329 △5,329 － 

計 74,841 6,242 4,949 6,050 4,591 96,676 △5,329 91,347 

営業費用 70,109 5,727 4,948 6,305 3,972 91,063 △5,367 85,695 

営業利益又は営業損失

（△） 
4,732 515 1 △255 619 5,613 38 5,651 

事業区分 主要製品 

セメント 
各種セメント、生コンクリート、セメント系固化材、セメント工場における電力の供

給、原燃料リサイクル 

鉱産品 石灰石他鉱産品 

建材 コンクリート構造物向け補修材料、コンクリート２次製品 

光電子・新材料 光通信部品及び計測機器、半導体製造装置部品、透明導電材料 

不動産・その他 土地建物賃貸、ＯＡ機器及び各種ソフトウェア 

 
セメント 
（百万円） 

鉱産品 
（百万円） 

建材 
（百万円） 

光電子・ 
新材料 
（百万円） 

不動産・ 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高 
76,791 4,177 4,694 6,931 3,532 96,128 － 96,128 

(2）セグメント間の内部

売上高 
1,164 2,019 657 1 1,954 5,797 △5,797 － 

計 77,956 6,197 5,351 6,933 5,487 101,925 △5,797 96,128 

営業費用 72,313 5,627 5,341 6,915 4,696 94,893 △5,745 89,147 

営業利益又は営業損失

（△） 
5,643 569 10 17 791 7,032 △51 6,980 

事業区分 主要製品 

セメント 
各種セメント、生コンクリート、セメント系固化材、セメント工場における電力の供

給、原燃料リサイクル 

鉱産品 石灰石他鉱産品 

建材 コンクリート構造物向け補修材料、コンクリート２次製品 

光電子・新材料 光通信部品及び計測機器、ＰＤＰ用フィルム及びフィルター、セラミックス製品 

不動産・その他 土地建物賃貸、ＯＡ機器及び各種ソフトウェア 



前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 （注）１ 事業区分の方法は、当社の売上集計区分によっている。 

２ 各事業区分に属する主要な製品 

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、本邦の売上高が、全セグメントの

売上高の合計に占める割合の90％超であるため、記載を省略した。 

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度については、海外売上高が連結売上高の10％未

満であるため、記載を省略した。 

 
セメント 
（百万円） 

鉱産品 
（百万円） 

建材 
（百万円） 

光電子・ 
新材料 
（百万円） 

不動産・ 
その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益         

売上高         

(1）外部顧客に対する売

上高 
153,002 8,615 11,115 12,718 6,542 191,993 － 191,993 

(2）セグメント間の内部

売上高 
2,007 3,987 1,404 6 4,002 11,408 △11,408 － 

計 155,010 12,602 12,519 12,725 10,544 203,401 △11,408 191,993 

営業費用 142,912 11,592 12,030 13,035 9,074 188,644 △11,469 177,175 

営業利益又は営業損失

（△） 
12,097 1,010 489 △310 1,470 14,757 61 14,818 

事業区分 主要製品 

セメント 
各種セメント、生コンクリート、セメント系固化材、セメント工場における電力の供

給、原燃料リサイクル 

鉱産品 石灰石他鉱産品 

建材 コンクリート構造物向け補修材料、コンクリート２次製品 

光電子・新材料 光通信部品及び計測機器、半導体製造装置部品、透明導電材料 

不動産・その他 土地建物賃貸、ＯＡ機器及び各種ソフトウェア 



【（１株当たり情報）】 

    （注）１株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失（△）の算定上の基礎は、以下の通りである。 

(2）【その他】 

 該当事項なし。 

 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額       290.21円          323.08円          323.63円 

１株当たり中間(当期)純利益

又は１株当たり中間純損失

（△） 

    △6.58円 5.63円     6.42円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載し

ていない。 

 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式

が存在しないため記載していな

い。 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載していな

い。 

 
前中間連結会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前連結会計年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

中間(当期)純利益又は中間純

損失（△）（百万円) 
△2,753 2,355 2,684 

普通株主に帰属しない金額

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純

利益又は中間純損失（△）

（百万円） 

△2,753 2,355 2,684 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
418,306,722 418,270,070 418,274,085 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
平成17年９月30日現在 

当中間会計期間末 
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

現金及び預金  4,848   5,097   13,434   

受取手形 (※５) 5,042   5,199   4,982   

売掛金  19,379   24,212   21,435   

有価証券  0   0   0   

たな卸資産  9,579   9,578   10,220   

繰延税金資産  1,292   1,042   1,019   

短期貸付金  4,666   5,635   5,747   

その他  1,472   1,640   1,229   

貸倒引当金  △812   △1,044   △1,241   

流動資産合計   45,469 17.3  51,364 18.5  56,828 20.0 

Ⅱ 固定資産           

有形固定資産 
(※1. 
2)          

建物 (※３) 24,599   23,747   24,237   

構築物 (※３) 23,744   22,907   23,433   

機械及び装置 (※３) 53,144   51,532   52,272   

原料地  11,078   10,972   10,957   

土地  39,509   37,294   38,513   

建設仮勘定  2,790   3,226   1,651   

その他  1,076   1,014   1,045   

計  155,944   150,695   152,111   

無形固定資産  3,364   4,063   3,758   

投資その他の資産           

投資有価証券 (※２) 51,058   64,255   64,889   

長期貸付金  3,119   2,607   2,762   

その他  9,548   9,956   10,402   

貸倒引当金  △5,268   △5,882   △6,200   

計  58,459   70,936   71,853   

固定資産合計   217,768 82.7  225,695 81.5  227,723 80.0 

資産合計   263,237 100.0  277,059 100.0  284,552 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

平成17年９月30日現在 
当中間会計期間末 
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

支払手形 (※５) 515   494   492   

買掛金  15,044   15,720   14,267   

短期借入金 (※２) 45,141   45,504   40,117   

コマーシャルペー
パー  

  2,000   －   －   

１年以内に償還さ
れる社債  5,000   －   5,000   

未払法人税等  594   1,927   2,022   

引当金  2,782   1,538   1,638   

その他  7,935   9,297   7,232   

流動負債合計   79,014 30.0  74,483 26.9  70,770 24.9 

Ⅱ 固定負債           

社債  15,000   20,000   20,000   

長期借入金 (※２) 36,765   31,687   42,031   

繰延税金負債  11,011   17,040   17,337   

引当金  379   －   422   

その他  7,641   8,020   7,708   

固定負債合計   70,797 26.9  76,748 27.7  87,499 30.7 

負債合計   149,812 56.9  151,231 54.6  158,270 55.6 

 



  
前中間会計期間末 

平成17年９月30日現在 
当中間会計期間末 
平成18年９月30日現在 

前事業年度の要約貸借対照表 
平成18年３月31日現在 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   41,654 15.8  － －  41,654 14.6 

Ⅱ 資本剰余金           

資本準備金  10,413   －   10,413   

その他資本剰余金  20,619 31,033 11.8 － － － 20,621 31,035 10.9 

資本剰余金合計           

Ⅲ 利益剰余金           

任意積立金  24,243   －   24,243   

中間（当期）未処
分利益  3,348   －   7,803   

利益剰余金合計   27,592 10.5  － －  32,047 11.3 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   14,567 5.5  － －  23,020 8.1 

Ⅴ 自己株式   △1,421 △0.5  － －  △1,475 △0.5 

資本合計   113,425 43.1  － －  126,281 44.4 

負債・資本合計   263,237 100.0  － －  284,552 100.0 

           

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   41,654 15.0   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     10,413     －     

(2）その他資本剰余
金 

  －     20,623     －     

資本剰余金合計     － －   31,036 11.2   － － 

３．利益剰余金                     

(1）その他利益剰余
金 

                    

固定資産圧縮準
備金 

  －     3,824     －     

別途積立金   －     20,097     －     

繰越利益剰余金   －     8,624     －     

利益剰余金合計     － －   32,545 11.8   － － 

４．自己株式     － －   △1,540 △0.6   － － 

株主資本合計     － －   103,695 37.4   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   22,131 8.0   － － 

評価・換算差額等合
計 

    － －   22,131 8.0   － － 

純資産合計     － －   125,827 45.4   － － 

負債純資産合計     － －   277,059 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度の要約損益計算書 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   65,744 100.0  70,075 100.0  137,263 100.0 

Ⅱ 売上原価   48,442 73.7  50,910 72.7  99,281 72.3 

売上総利益   17,301 26.3  19,165 27.3  37,982 27.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   12,687 19.3  13,144 18.7  25,817 18.8 

営業利益   4,614 7.0  6,020 8.6  12,164 8.9 

Ⅳ 営業外収益 (※１)  532 0.8  565 0.8  917 0.7 

Ⅴ 営業外費用 (※２)  1,335 2.0  1,295 1.9  2,584 1.9 

経常利益   3,811 5.8  5,290 7.5  10,497 7.7 

Ⅵ 特別利益 (※３)  665 1.0  531 0.8  1,639 1.2 

Ⅶ 特別損失 
(※4，
5)  8,126 12.4  1,608 2.3  8,754 6.4 

税引前中間（当
期）純利益   － －  4,213 6.0  3,381 2.5 

税引前中間純損失    3,648 △5.6  － －  － － 

法人税、住民税及
び事業税  473   1,746   2,322   

法人税等調整額  △419 53 0.0 296 2,042 2.9 305 2,627 1.9 

中間（当期）純利益   － －  2,171 3.1  753 0.6 

中間純損失    3,701 △5.6  － －  － － 

前期繰越利益   7,050   －   7,050  

中間（当期）未処
分利益   3,348   －   7,803  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注） 剰余金の配当△1,673百万円、固定資産圧縮準備金の取崩しの内△227百万円は平成18年６月の定時株主総会 

     における利益処分による増減である。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 
資本 

準備金 

その他資

本剰余金 

資本 

剰余金 

合計 

その他利益剰余金  

利益 

剰余金 

合計 

固定資産

圧縮準備

金 

別途 

積立金 

繰越利益

剰余金  

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
41,654 10,413 20,621 31,035 4,146 20,097 7,803 32,047 △1,475 103,261 

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）             △1,673 △1,673   △1,673 

固定資産圧縮準備金の取崩し

（注）  
        △322   322 －   － 

中間純利益             2,171 2,171   2,171 

自己株式の取得                 △66 △66 

自己株式の処分      1 1         1 2 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
                    

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
－ － 1 1 △322 － 820 497 △64 434 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
41,654 10,413 20,623 31,036 3,824 20,097 8,624 32,545 △1,540 103,695 

 

評価・換算差額等 

純資産合計その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
23,020 23,020 126,281 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △1,673 

固定資産圧縮準備金の取崩し

（注） 
    － 

中間純利益      2,171 

自己株式の取得     △66 

自己株式の処分      2 

株主資本以外の項目の中間会計

期間中の変動額（純額） 
△888 △888 △888 

中間会計期間中の変動額合計 

（百万円） 
△888 △888 △454 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
22,131 22,131 125,827 



【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間期末前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定し

ている。） 

時価のあるもの 

中間期末前１ヶ月の市場価

格等の平均に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定

している。） 

時価のあるもの 

期末前１ヶ月の市場価格等

の平均に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価は移

動平均法により算定してい

る。） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 デリバティブ 

時価法 

デリバティブ 

同左 

デリバティブ 

同左 

 たな卸資産 

移動平均法による原価法によっ

ている。 

たな卸資産 

同左 

たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

定率法（ただし、赤穂工場及び

高知工場の自家発電設備につい

ては定額法、原料地は生産高比

例法によっている。） 

有形固定資産 

同左 

有形固定資産 

同左 

 なお、主な耐用年数は以下の通

りである。  

  

 建物 ２～60年

構築物 ２～75年

機械及び装置 ２～31年

 

 

 また、平成10年４月１日以降に

取得した建物（建物附属設備を

除く。）については定額法によ

っている。 

  

 無形固定資産 

鉱業権 

生産高比例法 

その他 

定額法 

ただし、ソフトウェア（自社

利用分）については、社内に

おける利用可能期間（５年）

に基づく定額法 

無形固定資産 

同左 

無形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

 賞与引当金 

従業員賞与の支払いに充てるた

め、支給見込額基準により計上

している。 

賞与引当金 

同左 

賞与引当金 

同左 

 債務保証損失引当金 

関係会社に対する債務保証等に

係る損失に備えるため、その財

政状態等を勘案して計上してい

る。 

債務保証損失引当金 

同左 

債務保証損失引当金 

同左 

 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上している。 

なお、当中間会計期間末につい

ては、年金資産見込額が退職給

付債務見込額に未認識数理計算

上の差異を加減した額を超過し

ているため、超過額を前払年金

費用に計上している。また、数

理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均

残存勤務期間により、翌期から

費用処理することとしている。 

退職給付引当金 

同左  

退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当事業年度末におい

て発生していると認められる額

を計上している。 

なお、当事業年度末について

は、年金資産見込額が退職給付

債務見込額に未認識数理計算上

の差異を加減した額を超過して

いるため、超過額を前払年金費

用に計上している。 

また、数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における従業

員の平均残存勤務期間により、

翌期から費用処理することとし

ている。 

 役員退職引当金 

役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく中間期末要

支給額の全額を計上している。 

─────  役員退職引当金 

役員退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給

額の全額を計上している。 

４ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァインス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっている。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

金利スワップ取引について

は、特例処理の要件を満たし

ているので、特例処理を採用

している。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当中間会計期間にヘッジ会計

を適用したヘッジ手段とヘッ

ジ対象は以下の通りである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

当事業年度にヘッジ会計を適

用したヘッジ手段とヘッジ対

象は以下の通りである。 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

  ③ ヘッジ方針 

ヘッジ対象の識別は、資産又

は負債等について取引単位で

行い、識別したヘッジ対象と

ヘッジ手段はヘッジ取引時に

ヘッジ指定によって紐付けを

行い、区分管理している。 

③ ヘッジ方針 

同左  

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシュ・フ

ロー変動の累計又は相場変動

とヘッジ手段のキャッシュ・

フロー変動を比較し、両者の

変動額等を基礎にして、ヘッ

ジ有効性を評価している。た

だし、特例処理によっている

金利スワップ取引について

は、有効性の評価を省略して

いる。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左  

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。 

なお、仮払消費税等及び仮受消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示してい

る。 

消費税等の会計処理の方法 

同左 

消費税等の会計処理の方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっている。 



【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業

会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第６号 

平成15年10月31日）を適用している。こ

れにより税引前中間純利益は7,132百万円

減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。 

─────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成14年８月９日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用している。これにより税引前当

期純利益は7,424百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額については、改正

後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除している。 

─────  （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用している。 

 これまでの資本の部の合計に相当する

金額は、125,827百万円である。 

 なお、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、中間

財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の

中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

─────  



【注記事項】 

【（中間貸借対照表関係）】 

項目 
前中間会計期間末 

平成17年９月30日現在 
当中間会計期間末 
平成18年９月30日現在 

前事業年度末 
平成18年３月31日現在 

※１ 有形固定資産の減価償

却累計額 

（百万円）  

308,350 

（百万円）  

317,024 

（百万円） 

312,930 

※２ 担保に供している資産 （百万円）  （百万円）  （百万円） 

有形固定資産 

（財団抵当） 

投資有価証券 

計 

 
43,552

 25,955

 69,507

 
38,333

 11,855

 50,189

 
39,793

 27,067

 66,861

担保資産に対する債務 （百万円） （百万円） （百万円） 

長期借入金 

（１年以内返済予

定額を含む） 

計 

 

30,071

 30,071

 

18,002

 18,002

 

22,459

 22,459

※３ 取得原価より控除して

いる圧縮記帳累計額 

 過年度に取得した資産のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は建

物３百万円、構築物23百万円、機

械及び装置152百万円であり、中

間貸借対照表計上額はこの圧縮記

帳額を控除している。 

 過年度に取得した資産のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は建

物３百万円、構築物23百万円、機

械及び装置270百万円であり、中

間貸借対照表計上額はこの圧縮記

帳額を控除している。 

 過年度に取得した資産のうち国

庫補助金等による圧縮記帳額は、

建物４百万円、構築物23百万円、

機械及び装置181百万円であり、貸

借対照表計上額はこの圧縮記帳額

を控除している。 

４ 偶発債務    

（銀行借入等に対する

保証） 

《保証債務及び保証予約》 

（百万円）

エスオーエンジニアリン

グ㈱ 
1,530

その他（７社） 1,352

計 2,882

《保証債務及び保証予約》 

（百万円）

エスオーエンジニアリン

グ㈱ 
782

その他（６社） 760

計 1,542

《保証債務及び保証予約》 

（百万円）

エスオーエンジニアリン

グ㈱ 
1,037

昭和エスオーシー㈱ 400

その他（７社） 831

計 2,268

  保証債務の残高は2,640百万円、

保証予約の残高は241百万円であ

る。 

 保証債務の残高は1,365百万円、

保証予約の残高は176百万円であ

る。 

 保証債務の残高は2,058百万円、

保証予約の残高は209百万円であ

る。 

※５ 中間期間末日満期手形 ─────     中間期末日満期手形の会計

処理については、当中間会計

期間の末日が金融機関の休日

であったが、満期日に決済が

行われたものとして処理して

いる。当中間会計期間末日満

期手形の金額は次のとおりで

ある。 

 受取手形  2,309百万円 

 支払手形   134百万円 

─────  



【（中間損益計算書関係）】 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

※１ 営業外収益項目のうち

重要なもの 
（百万円） （百万円） （百万円） 

受取利息 66 59 114 

受取配当金 301 294 477 

※２ 営業外費用項目のうち

重要なもの 
   

支払利息 817 747 1,614 

※３ 特別利益項目のうち重

要なもの 
   

土地売却益 175 － 329 

投資有価証券売却益 － 3 824 

貸倒引当金戻入益  － 71 119 

関係会社貸倒引当金

戻入益  
－ 452 － 

事業売却益  360 － 360 

※４ 特別損失項目のうち重

要なもの 
   

固定資産除却損    
建物 10 6 18 

構築物 8 8 9 

機械及び装置 10 39 32 

原料地  － － 51 

機械及び装置等の

撤去費用 
30 81 96 

土地売却損 106 73 235 

株式評価損 17 10 49 

貸倒引当金繰入額 － 17 67 

関係会社貸倒引当金

繰入額 
457 1 593 

債務保証損失引当金

繰入額  
243 － 169 

関係会社整理損  107 － － 

棚卸資産廃却損  － 67 － 

減損損失  7,132 1,258 7,424 

 



項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

 ※５ 減損損失    当社は事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用

資産については管理会計上の

区分を最小の単位とし、遊休

資産については物件単位毎に

資産のグルーピングを行って

いる。 

 なお、事業用資産のうち、

不動産事業の賃貸物件につい

ては物件単位毎に資産のグル

ーピングを行っている。 

 当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してい

る。 

（１）遊休資産 

    当社の保有する遊休資産の

うち、回収可能価額が帳簿価

額を下回るものについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（5,727百万円）として特別損

失に計上した。その内訳は、

土地3,056百万円、その他の有

形固定資産2,288百万円、その

他の無形固定資産等382百万円

である。なお、当資産グルー

プの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、時

価については、主要なものに

ついては不動産鑑定評価額に

より、それ以外のものについ

ては路線価等により算定して

いる。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

遊休
資産 

京都府
京田辺
市 

土地 1,531 

遊休
資産 

滋賀県
犬上郡 

原料地 1,039 

遊休
資産 

千葉県
千葉市 

土地 693 

遊休
資産 

香川県
東かが
わ市 

土地 441 

遊休
資産 

滋賀県
米原市 

原料地 359 

遊休
資産 

愛媛県
西予市
他44件 

土地、
原料
地、鉱
業権等 

1,661 

   当社は事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用

資産については管理会計上の

区分を最小の単位とし、遊休

資産については物件単位毎に

資産のグルーピングを行って

いる。 

 なお、事業用資産のうち、

不動産事業の賃貸物件につい

ては物件単位毎に資産のグル

ーピングを行っている。 

 当中間会計期間において、

当社は以下の資産グループに

ついて減損損失を計上してい

る。 

（１）遊休資産 

    当社の保有する遊休資産の

うち、回収可能価額が帳簿価

額を下回るものについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（108百万円）として特別損失

に計上した。その内訳は、建

物2百万円、土地90百万円、そ

の他の有形固定資産15百万円

である。なお、当資産グルー

プの回収可能価額は正味売却

価額により測定しており、時

価については、主要なものに

ついては不動産鑑定評価額に

より、それ以外のものについ

ては路線価等により算定して

いる。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

遊休
資産 

兵庫県
姫路市

土地等 86 

遊休
資産 

愛知県
豊橋市
他20件

土地、
原料地 

22 

   当社は事業用資産と遊休資

産の区分を基礎とし、事業用

資産については管理会計上の

区分を最小の単位とし、遊休

資産については物件単位毎に

資産のグルーピングを行って

いる。 

 なお、事業用資産のうち、

不動産事業の賃貸物件につい

ては物件単位毎に資産のグル

ーピングを行っている。 

 当事業年度において、当社

は以下の資産グループについ

て減損損失を計上している。 

（１）遊休資産 

    当社の保有する遊休資産の

うち、回収可能価額が帳簿価

額を下回るものについて、帳

簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失

（6,019百万円）として特別損

失に計上した。その内訳は、

建物3百万円、原料地2,326百

万円、土地3,308百万円、鉱業

権380百万円である。なお、当

資産グループの回収可能価額

は正味売却価額により測定し

ており、時価については、主

要なものについては不動産鑑

定評価額により、それ以外の

ものについては路線価等によ

り算定している。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

遊休
資産 

京都府
京田辺
市 

土地 1,531 

遊休
資産 

滋賀県
犬上郡 

原料地 1,039 

遊休
資産 

千葉県
千葉市 

土地 693 

遊休
資産 

香川県
東かが
わ市 

土地 441 

遊休
資産 

滋賀県
米原市 

原料地 359 

遊休
資産 

愛媛県
西予市
他51件 

土地、
原料
地、鉱
業権等 

1,953 

 



【（中間株主資本等変動計算書関係）】 

 当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の増加及び減少は、単元未満株式の買取請求及び買増請求によっている。 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

   （２）事業用資産 

    ジルコニア製造設備につい

ては、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスである

ため、当製品を製造する資産

グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,039百万円）

として特別損失に計上した。

その内訳は、建物及び構築物

222百万円、機械装置及び運搬

具806百万円、その他の有形固

定資産10百万円である。な

お、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定

している。 

  賃貸事業用倉庫について

は、地価の下落等により収益

性が低下したものであり、当

資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（365百万

円）として特別損失に計上し

た。その内訳は、建物及び構

築物60百万円、土地305百万円

である。なお、当資産グルー

プの回収可能価額は使用価値

により測定しており、将来キ

ャッシュ・フローを5.5％で割

り引いて算定している。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

新材料
事業 
ジルコ
ニア製
造設備 

大阪府
貝塚市 

機械及
び装
置、建
物等 

1,039 

不動産
事業 
賃貸事
業用倉
庫 

大阪府
大東市 

土地、
建物等 

365 

  （２）事業用資産 

    賃貸事業用用地について

は、地価の下落により、当資

産グループの帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失（1,150百万

円）として特別損失に計上し

た。その内訳は、土地1,150百

万円である。なお、当資産グ

ループの回収可能価額は正味

売却価額により測定してお

り、時価については、主要な

ものについては不動産鑑定評

価額により、それ以外のもの

については路線価により算定

している。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

不動産
事業 
賃貸事
業用用
地 

兵庫県
加古川
市 

土地 687 

不動産
事業 
賃貸事
業用用
地 

兵庫県
神戸市
他4件 

土地 462 

  （２）事業用資産 

    ジルコニア製造設備につい

ては、営業活動から生ずる損

益が継続してマイナスである

ため、当製品を製造する資産

グループの帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少

額を減損損失（1,039百万円）

として特別損失に計上した。

その内訳は、建物222百万円、

機械及び装置806百万円、車輌

及び運搬具0百万円、工具器具

及び備品10百万円である。な

お、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定

している。 

  賃貸事業用倉庫について

は、地価の下落等により収益

性が低下したものであり、当

資産グループの帳簿価額を回

収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失（365百万

円）として特別損失に計上し

た。その内訳は、建物60百万

円、土地305百万円である。な

お、当資産グループの回収可

能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・

フローを5.5％で割り引いて算

定している。 

用途 場所 種類 
減損損
失（百
万円）

新材料
事業 
ジルコ
ニア製
造設備 

大阪府
貝塚市 

機械及
び装
置、建
物等 

1,039 

不動産
事業 
賃貸事
業用倉
庫 

大阪府
大東市 

土地、
建物等 

365 

 ６ 減価償却実施額    
有形固定資産 5,405 5,342 11,123 

無形固定資産 178 206 357 

  
前事業年度末株式数

（千株） 

当中間会計期間増加

株式数（千株） 

当中間会計期間減少 

株式数（千株） 

当中間会計期間末株

式数（千株） 

 普通株式 （注） 9,071 181 8 9,244 

     合計 9,071 181 8 9,244 



【（リース取引関係）】 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

（借手側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  その他  合計 

  百万円  百万円 

取得価額相当額  168  168 

減価償却累計額

相当額 
 110  110 

中間期末残高相

当額 
 57  57 

  その他  合計 

  百万円  百万円

取得価額相当額  171  171

減価償却累計額

相当額 
 100  100

中間期末残高相

当額 
 71  71

  その他  合計 

  百万円  百万円 

取得価額相当額  156  156 

減価償却累計額

相当額 
 97  97 

期末残高相当額  59  59 

 取得価額相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、「支払利子込み

法」により算定している。 

同左  取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、「支払利子込み法」によ

り算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

  未経過リース料期末残高相当額 

１年内   25百万円

１年超 32 

合計 57 

１年内 25百万円

１年超 45 

合計 71 

１年内     26百万円

１年超 33 

合計 59 

 未経過リース料中間期末残高相当額は、

未経過リース料中間期末残高が有形固定資

産の中間期末残高等に占める割合が低いた

め、「支払利子込み法」により算定してい

る。 

同左  未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末

残高等に占める割合が低いため、「支払利

子込み法」により算定している。 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料   16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料  16百万円

減価償却費相当額 16 

支払リース料 31百万円

減価償却費相当額 31 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はな

い。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

同左 

 



【（有価証券関係）】 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

前中間会計期間 
自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計額

及び中間期末残高 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び中間期末残高 

（貸手側） 

① リース物件の取得価額、減価償却累計

額、減損損失累計額及び期末残高 

 建物  構築物  その他  合計 

 百万円  百万円  百万円  百万円 

取得価額 2,445  133  60  2,640 

減価償却

累計額 
1,117  83  59  1,260 

中間期末

残高 
1,327  50  1  1,379 

 建物  構築物  その他 合計 

 百万円  百万円  百万円  百万円

取得価額 2,445  133  60  2,640

減価償却

累計額 
1,203  86  59  1,349

中間期末

残高 
1,241  47  1  1,290

 建物  構築物  その他  合計 

 百万円  百万円  百万円  百万円

取得価額 2,445  133  60  2,640

減価償却

累計額 
1,160  84  59  1,305

期末残高 1,284  48  1  1,335

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年内    218百万円

１年超 1,528 

合計 1,747 

１年内 236百万円

１年超 1,291 

合計 1,528 

１年内     227百万円

１年超 1,412 

合計 1,640 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

③ 受取リース料、減価償却費及び受取利息

相当額 

受取リース料    175百万円

減価償却費 44 

受取利息相当額 72 

受取リース料  175百万円

減価償却費 44 

受取利息相当額 63 

受取リース料  350百万円

減価償却費 89 

受取利息相当額 140 

④ 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によってい

る。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

  リース資産に配分された減損損失はな

い。 

④ 利息相当額の算定方法 

同左 

 （減損損失について） 

同左 



【（１株当たり情報）】 

    （注） １株当たり中間（当期）純利益又は１株当たり中間純損失（△）の算定上の基礎は、以下の通りである。 

項目 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

１株当たり純資産額       271.02円             300.89円             301.85円 

１株当たり中間(当期)純利益

又は１株当たり中間純損失

（△） 

    △8.84円         5.19円        1.80円 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 

 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、１株当た

り中間純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため記載し

ていない。 

 潜在株式調整後１株当たり中

間純利益については、潜在株式

が存在しないため記載していな

い。 

 潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式

が存在しないため記載していな

い。 

 
前中間会計期間 

自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日 

当中間会計期間 
自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日 

前事業年度 
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

中間(当期)純利益又は中間純

損失（△）（百万円) 
△3,701 2,171 753 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純

利益又は中間純損失（△）

（百万円） 

△3,701 2,171 753 

普通株式の期中平均株式数

（株） 
418,622,972 418,270,070 418,519,293 



(2）【その他】 

 平成18年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議した。 

(１）中間配当による配当金の総額……………………1,045百万円 

(２）１株当たりの金額…………………………………２円50銭 

(３）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成18年12月11日 

 （注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第143期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2）訂正発行登録書 

 平成18年６月29日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月１５日

住友大阪セメント株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松村 俊夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 矢部 雅弘  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 多田 修   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住

友大阪セメント株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、住友大阪セメント株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間より固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１４日

住友大阪セメント株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松村 俊夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 吉田 高志  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 原口 清治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住

友大阪セメント株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連

結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。こ

の中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、住友大阪セメント株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１７年１２月１５日

住友大阪セメント株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松村 俊夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 矢部 雅弘  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 多田 修   印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住

友大阪セメント株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第１４３期事業年度の中間会計期間

（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、住友大阪セメント株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減

損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成１８年１２月１４日

住友大阪セメント株式会社   

 取締役会 御中  

 新日本監査法人  

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 松村 俊夫  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 吉田 高志  印 

 
指定社員
業務執行社員 

 公認会計士 原口 清治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている住

友大阪セメント株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第１４４期事業年度の中間会計期間

（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計

算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、住友大阪セメント株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（注）上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管している。 
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